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２．論文の概要 

 

バブル崩壊以後のホテルの立地展開で最も盛況なのは、宿泊特化型のビジネスホテルだと

いわれている。また、サービス産業生産性協議会の顧客満足度調査（JCSI）では、知覚価

値の部門において宿泊特化型ホテルのビジネスホテル・チェーンは上位に位置する。一般に

宿泊特化型ホテルとは、「宿泊機能に特化したホテルのことで、安全、清潔、快適であるこ

とを基本とする一方、飲食、宴・集会、物販、健康維持といった大型高級都市ホテルにみら

れる各種機能を削ぎ落して、一般社員の出張旅費の範囲内に納まる料金を実現したホテル」

と説明され、経済成長とともに設備を充実させてきたビジネスホテルの中で、従来の姿に立

ち返ったビジネスホテルともいえる。 

宿泊特化型ホテルの増加の要因には、宿泊料金の低さ、最低限の施設・設備であるが宿泊

料金に対するサービス・品質が高い、全国展開しているチェーン店が多いために情報発信が

容易でネットワークがある等が考えられる。また都市型観光であれば低価格を求める観光

客が利用していることも宿泊特化型ホテルの増加の要因として考えられている。そして

2003 年には「ビジット・ジャパン・キャンペーン」がスタートし、日本政府観光局（JNTO）

が観光立国を目指して 2012 年には約 837 万人だった年間訪日外国人旅行者数を 2016 年ま

でに 1,800 万人を目標としているが、着実に外国人観光客が増加しており、その団体旅行客

の多くが宿泊特化型ホテルを利用していることも要因として挙げられる。この点に関して

は、2020 年に東京オリンピック・パラリンピックの開催が決定したことによって東京大都

市圏内でのさらなる宿泊客の需要の増加が期待されている。 

このような宿泊特化型ホテルにも出店の鈍化がみられるようになってきている。この要因

としては、大手チェーンでは主要都市への出店が一巡したことが考えられる。また宿泊特化

型ホテルは宿泊料金が安いために利益を出すためには高い稼働率が求められる好立地への

出店が不可欠であるが、このような好立地が現在では限られてきていることが挙げられる。 

宿泊産業の中でも著しい増加をみせた宿泊特化型ホテルであるが、そのホテルにとっての

好立地を考察するためにはホテルの立地因子を明らかにしなければならない。立地論にお

いて、企業は集積することが知られている。このために大都市圏でのホテルの立地構造から

立地因子を考察する。また大都市圏の立地構造とは別にホテル街といわれるようなホテル

の集積地が存在するが、これらの集積地の特性からホテルの立地因子を考察する。 

そして宿泊特化型ホテルが増加している要因として低価格が挙げられているが、単に低価

格であるだけでなく、その宿泊料金に対する属性（設備・立地等）の高さの影響が考えられ

る。このために本研究では、この点に着目して分析を行う。 

 

本研究では、ホテルの立地因子の考察を行い、ホテルの立地特性を考慮することで宿泊特

化型のビジネスホテル・チェーンの宿泊料金に対する属性の重要性を明らかにすることを

目的とする。このためには以下の 2 点を行う必要がある。 



4 

 

1) ホテル立地モデルを構築することで大都市圏のホテルの立地構造を明らかにし、東京

大都市圏中心地を対象とした立地分析を行う。 

 

2) ビジネスホテルの宿泊料金に対する地域別の要因分析をすることで、ビジネスホテル・

チェ－ンの宿泊料金に対する属性（設備・立地等）の高さを明らかにする。 

 

本研究の意義は、大都市圏におけるサービス業である宿泊産業の立地構造は十分に行われ

ていないために、この点を明らかにすることにある。また、宿泊料金への地域別の要因分析

は、ほとんどないために地域別の分析に着目することで研究を行う。 

 

本研究では、まず、大都市圏の立地構造についての先行研究についてのレビューを行って

る。そして、これまで空間を対象にした研究分野において、農業、工業、商業および住宅の

各立地構造が説明されているモデルは比較的多く見られるが、都市の観光およびホテルの

立地に関する理論研究についてはあまりないことを指摘した。また、宿泊料金に関する価格

形成における空間的要因の影響についての先行研究はあるものの、地域別に分析すること

で価格形成への違いを分析したのは神頭（2002）が日本の各主要都市のホテルに応用にす

ることで都市間の比較をしている程度であった。そしてホテルの宿泊料金の要因分析では、

政府登録ホテルのような比較的高級なホテルが対象とされているが、ビジネスホテルのよ

うな低価格帯のホテルにはみられない。このために本研究では、ビジネスホテルの中でも低

価格帯のホテルである宿泊特化型ホテルのビジネスホテル・チェーンを対象とし、また地域

別にヘドニック・アプローチの応用することによって地域特性に焦点を当てた分析を第 5 章

で行っている。 

 

次に、各種統計データをもとに本研究の対象となる宿泊産業の動向と宿泊者行動を概説し

ている。ここでは、以下の 4 点の知見を得ることができた。 

 

・ 震災後の宿泊産業は、東日本で大きな影響を受けたが、次第に回復してきている。また

外国人宿泊者については、震災後に激減したものの、現在はかなりの増加傾向にある。 

・ ビジネスホテルは、サービス等人件費を削減する必要があるために従業者数自体は大

規模とはいえないが、客室数は多く客室稼働率の高さが求められる。このため宿泊需要

の季節変動の少ない地域に立地する傾向がある。 

・ 出張・業務を目的とした旅行者は、男性が多く、季節変動は少ない。また長距離移動を

するために新幹線や飛行機の利用率が高い。このためにビジネスホテルは、ビジネス機

会の多い事業所の集積する都心や新幹線等の駅、空港の周辺に多く立地している。 

・ ビジネスホテル・チェーンの立地では、駅への近接性を重視しているのか、ロードサイ
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ドを重視しているのかで特徴がある。 

 

さらに、都市化の集積経済効果を考慮したホテルの立地モデルを構築している。その結果、

都市化が進んだ都市圏において、その都心に料金の高いホテルを立地しようとすることが

分かった。ちなみに東京都中心部では、都心そのものにはホテルは立地していないが、都心

周辺からはその傾向がみられる。また、ホテルの立地モデルから非都心におけるホテル立地

の考え方を応用することによって、都心－副都心の立地関係から、副都心からの都市化の集

積経済効果が都心の近くまで影響する場合が示めされた。 

東京大都市圏の都心を中心とした宿泊料金の分布と距離帯別のホテルの立地とホテルの

集積地の特性から、ホテルの立地の考察を行った。その結果として以下のことが明らかにな

った。まず、宿泊料金には地価の影響がみてとれる点である。ただし、都心周辺や主要駅の

駅前では地価は高いものの宿泊料金はそこまで高くないことの相違はある。この点は、高層

化による客室数の増加等によるホテルの対応が考えられる。また、交通条件が良い都心周辺

や主要駅の駅前に立地することである。このことは都市化の集積経済効果の影響とみるこ

とができる。さらに、ディズニーランドのような全国的な集客力ある観光地では、宿泊需要

も高いためにホテルは立地する。最後に、ホテルには局地的な集積地があり、その集積地に

は価格帯の同じホテルが集積していることである。この点は、本研究では明らかにすること

ができなかったが、同一の産業の集積利益である地域特化の経済や異なる産業の集積利益

である都市化の経済の影響が推察される。 

 

最後に、東京大都市圏中心地におけるビジネスホテルの立地特性について概説し、ビジネ

スホテル・チェーンの立地展開について述べている。そして、東京都、大阪市、名古屋市を

対象にしてビジネスホテルの宿泊料金の要因の分析を行った。さらに、分析結果にもとづい

て、ビジネスホテル・チェーンのサービス品質の実証分析をしている。この結果から、以下

のことが明らかになった。まず、ホテルの各属性は地域別に宿泊料金への影響で違いがあり、

宿泊料金への価格形成の地域特性があったが、域内の平均駐車場台数が多い地域ではモデ

ルの適合度が低かった。また、東京都のスーパーホテルを除けば、ビジネスホテル・チェー

ンの多くのホテルで宿泊料金に対するサービス品質が標準以上であることが明らかにされ

た。 

地域特性が生じる要因として、宿泊者は、旅行目的、予算、利用交通手段等により、必要

としているホテルの属性が違うことが考えられる。次に、ビジネスホテル・チェーンの多く

のホテルで宿泊料金に対するサービス品質が標準以上となる要因は、全国展開しているス

ケール・メリットを生かしてホテルの設備等を標準化することが可能であり、多くの場合、

競合する価格帯の他のホテルよりも設備等が良くなる。また、急速に出店している時期のビ

ジネスホテル・チェーンは、ターゲットとするセグメントの需要が高いエリアに出店が可能

であることが考えられる。 
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以上のように、本研究では、ホテル立地モデルを構築することで大都市圏のホテルの立地

構造を明らかにし、東京大都市圏中心地を対象とした立地分析を行った。また、地域特性を

考慮したビジネスホテルの宿泊料金に対する要因分析をすることで、ビジネスホテル・チェ

－ンの宿泊料金に対する属性（設備・立地等）の重要性を明らかにした。 
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